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諮問庁：国立大学法人岡山大学 

諮問日：平成２８年９月２６日（平成２８年（独情）諮問第８２号） 

答申日：平成２９年３月１日（平成２８年度（独情）答申第８５号） 

事件名：「教育研究評議会（平成２７年９月１６日開催）の議事要旨について

（伺）」等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

対し，別紙の２に掲げる文書１ないし文書８（以下，併せて「本件対象文

書」という。）を特定し，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し，国立大学法人岡山大学（以下

「岡山大学」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った平成２８年

１月１５日付け岡大総総第１４１号による一部開示決定（以下「原処分」

という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての理由は，異議申立書及び意見書の記

載によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）異議申立書 

原処分を全て取り消し，請求通りの文書を特定しその一切を開示せよ。 

原法人文書開示請求書にて開示趣旨を再確認して欲しい。岡山大学情

報公開窓口担当者は職務上の優位な立場を利用し，さまざまな開示抑止

行為を仕掛けてくる。特に補正と称して，故意に文書特定を逸脱方向に

誘導する性癖があり誠に遺憾である。この点（文書案内，文書特定補

正）を含め異議を申し立てていることに留意されたい。 

さて添付資料１のように本体事案類は岡山大学が公式に当該教員の実

名と役職，所属を公表している。また多くの関連する公表済み情報とそ

の組み合わせにより，当該教員と事案との関連は十分明確である。よっ

て，原処分の「法人文書部分開示決定通知書」の「不開示の理由」の記

載は該当せず，不適正である。 

岡山大学特定幹部（学長ら）は「個人情報保護」を「隠れ蓑」にして

密室で私的裁量に基づく大学運営を執行している。「個人情報保護」は

正当な前提条件のもとに成立するのであり，本件ではこれらの成立さえ
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危ぶまれている。よって，学内，学外の良識者の判断のもと再度，文書

の特定と開示を申し立てる。文書開示請求とその実施手続きは国立大学

の説明責任（義務）を構成し，社会的には「大学運営暴走への歯止め」

である。 

（本答申では資料は省略） 

（２）意見書 

私の異議申立書に対し，岡山大学は同法人作成の「理由説明書」の中

で，私の請求につき見直しと検討した旨記している。 

しかるにその検討は，事実誤認を含みかつ法令の解釈に誤り基づいて

おり有効適正とは認められない。つまり「３ 異議申立人の主張に対す

る検討」において，「本学から公表した事実はない」と主張しているが

これは慎重に精査する必要がある。「本学から公表」と言った場合，公

表の手段はネット上の「大学ホームページ記載」に限定されない。特に

特定職のような地位の教員は１名しかおらず，何らかの記載や公表が結

果として事実上の公表になっていることがある。 

また法令でも，特定身分の個人情報は公表されるし法令としてまた慣

行として確定している。例えば大学学長の不祥事など。特定職なども同

様。本件事案は岡山大学が種々の様式で当該教員情報と役職，所属を公

表している。また多くの関連する公表済み情報とその組み合わせにより，

当該教員と事案との関連は十分明確である。そもそも国立大学法人が主

要会議の議事録を極度に隠蔽し不公開とする必要は全く無い。構成員の

自覚ないし力量不足に過ぎず，却って大学の停滞と私物化を助長する。 

開示判断が「原則として“行政法人が正しく”，その説明に不合理や

矛盾がなければ行政法人の主張に従う」ことがあれば，弱者はいつも虐

げられ公正さが担保されない。「行政法人も間違えることがあるので

す」戦前・戦中は言うまでもなく，現代でも行政法人は常に誤謬と不正

の渕にある。よって法令の趣旨を鑑みて本件事案では原則公開を徹底す

るのが正当であると思慮する。原処分の「法人文書部分開示決定通知

書」の「不開示の理由」の記載は該当せず，不適正である。 

このように「理由説明書」の記述は真実でも事実でもなく，大学私物

化と教員弾圧の口実に過ぎない。 

岡山大学特定幹部（学長ら）は「個人情報保護」を「隠れ蓑」にして

密室で私的裁量に基づく大学運営を執行している。「個人情報保護」は

正当な前提条件のもとに成立するのであり，本件ではこれらの成立さえ

危ぶまれている。よって，学内，学外の良識者の判断のもと再度，文書

の特定と開示を申し立てる。文書開示請求とその実施手続きは国立大学

の説明責任（義務）を構成し，社会的には「大学運営暴走への歯止め」

である。 
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第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 諮問に至る経緯及び概要 

（１）異議申立人は，処分庁に対し，平成２７年１２月１４日付け「法人文

書開示請求書」により，平成２７年度における「岡山大学研究教育評議

会」における議事内容のうち，「議事は，法務コンプライアンス対策室

において作成・保存」とされる議事にかかわり，岡山大学として作成な

いし入手された一切の文書について開示請求を行った。 

なお，補正の結果，平成２７年９月１６日開催の教育研究評議会議事

要旨における「４．審議事項 （１）教員の人事審査について」に係る

教員（２名以上の場合は最年長者）を開示請求趣旨の対象とした。 

（２）処分庁では，本件開示請求に係る法人文書として，本件対象文書を特

定し，その一部を開示する原処分を行い，同年１月２６日に，写しの送

付による開示を実施した。 

（３）異議申立人は，部分開示の決定は妥当性を欠くとして，そのすべてを

取り消し，請求通りの文書を特定し，その一切の開示を求める旨の異議

申立てを行った。 

２ 異議申立てに係る法人文書 

異議申立てに係る法人文書は，別紙の２に掲げる文書１ないし文書８

（本件対象文書）である。 

３ 異議申立人の主張に対する検討 

異議申立人は，特定の不開示情報についての不開示妥当性について異議

を申し立てているのではなく，特定日における特定の報道資料を基に，開

示決定のあった特定文書及び不開示の理由が正当理由を為していないと主

張している。当該報道資料については，本学から発信したものではなく，

異議申立人が主張する「岡山大学が公式に当該教員の実名と役職，所属を

公表している」という申立てにはなんら正当性がない。 

本件部分開示決定において通知した各文書の不開示情報及びその理由は

以下のとおりである。 

① 原議書合議欄の事案名（所属，職名等） 

他の情報と照合することにより個人を特定することができるおそれの

ある情報のため（法５条１号） 

② 議事要旨の議事及び配付資料について 

・ 人の非違行為の詳細が記載されており，開示することで当該個人の

権利利益を害するおそれがあるため（法５条１号） 

・ 議事には，懲戒等審査委員会委員の氏名の記載がある。委員の氏名

は非公表とされており，公表することで負担の重さや紛争を避けるこ

とを理由に委員の就任若しくは委員会出席を拒む，又は委員会での率

直な意見を控える等，審議に影響を及ぼし，及び委員会業務が形骸化
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するおそれがある。また，審議した委員の氏名から審議した内容を推

測される等，当該事務に関し支障が生じるおそれがあるため（法５条

４号柱書き及びヘ） 

・ 議事には，人事審査に係る具体的な審議内容，審査方法等の記載が

ある。これを明らかにすることで，人事管理に係る事務に関し，当該

事務の適正な遂行に支障を及ぼすとともに，公正かつ円滑な人事の確

保に支障を及ぼすおそれがあるため（法５条４号柱書き及びヘ） 

・ これらは将来予定される本学を当事者とする訴訟の資料となる可能

性があり，当該文書を訴訟に無関係の第三者により興味本位に流布さ

れること等により，不必要な混乱を招き，本学の訴訟事務の適正な執

行を著しく困難にするおそれがあるため（法５条４号ニ） 

以上のとおり，異議申立人の請求に対し，一部を開示することとした原

処分については，見直しの結果，なお不開示とするとした文書及び部分に

ついては，不開示とすることが妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年９月２６日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１０月６日     審議 

④ 同月２１日       異議申立人から意見書を収受 

⑤ 平成２９年１月２３日  本件対象文書の見分及び審議 

⑥ 同年２月２７日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

本件対象文書を特定し，その一部を法５条１号並びに４号柱書き，ニ及び

ヘに該当するとして不開示とする原処分を行った。 

異議申立人は，岡山大学において本件対象文書の外にも開示請求の対象

として特定すべき文書を保有しているはずであり，本件対象文書の不開示

部分は開示すべきであるとして，原処分の取消しを求めているが，諮問庁

は，原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果を

踏まえ，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示部分の不開示情報該当性

について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件対象文書の特定に係

る判断について改めて確認させたところ，諮問庁は，以下のとおり説明

する。 

ア 本件開示請求は，インターネット上で公表している岡山大学教育研
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究評議会の議事要旨において，議事内容に関する具体的な記載に代え

て「議事は，法務コンプライアンス対策室において作成・保存」と記

載している議事に関わる文書の開示を求めるものである。そのため，

原処分に当たっては，法務コンプライアンス室において請求の趣旨に

合致すると判断し得る文書を探索，特定したものである。 

なお，当初の開示請求書では平成２７年度の全件について開示を求

める趣旨となっていたが，請求の内容に対応する法人文書ファイル

の数に応じて手数料の追加納付が必要となることから，異議申立人

に請求の範囲を確認し，開示請求書に添付されていた平成２７年９

月１６日開催の教育研究評議会議事要旨の「４  審議事項」の

「（１）教員の人事審査について」の記載に係る教員（２名以上の

場合は最年長者）を対象とする旨の意思表示があったため，これを

前提に算出した手数料の納付を受けた上で，請求に該当すると判断

し得る文書全てを特定している。 

イ 異議申立書には文書案内，文書特定補正を含め異議を申し立てるも

のである旨記載されているため，諮問に当たって改めて確認を行った

が，上記補正について特段不適切であったとすべき事情は認められず，

法務コンプライアンス対策室において本件対象文書以外に本件開示請

求の対象として特定が可能と判断し得る文書の保有も確認されなかっ

た。また，本件請求文書の性格上，他の部局等に文書が保管されてい

る等とすべき事情も認められないので，諮問庁としては原処分におけ

る文書特定は妥当と考えるものである。 

（２）上記諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は認められず，これを覆

すに足る事情も認められない。 

したがって，岡山大学において本件対象文書の外に開示請求の対象と

して特定すべき文書を保有しているとは認められず，本件対象文書を特

定したことは，妥当である。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）「原議書合議欄の事案名（所属，職名等）」について 

当該部分には，教育研究評議会において審議の対象とされた個人の氏

名等直接に当該個人を識別できる部分は含まれていないが，これを公に

すると，当該個人の知人，大学の関係者等一定の範囲の者には個人を特

定できることとなる可能性は否定し難く，また，個人が特定された場合

には，当該個人に係る具体的な情報が併せて知られることとなってその

権利利益を害するおそれがあり，法５条１号本文後段に該当すると認め

られる。また，当該部分に記載された情報について，同号ただし書イな

いしハに該当するとすべき事情も認められない。 

したがって，当該部分は，法５条１号の不開示情報に該当し，不開示
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としたことは妥当である。 

（２）「議事要旨の議事及び配付資料」について 

当該部分には，文書全体又は文書中に教育研究評議会において審議対

象とされた特定の個人に関する情報が記載されており，それぞれ一体と

して，当該個人の氏名等の記載とあいまって，法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができる

ものに該当すると認められる。 

また，当該情報については，岡山大学においてこれを公にすることと

はしておらず，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にす

ることが予定されている情報とはいえず，同号ただし書イには該当しな

い。加えて，同号ただし書ロ及びハに該当するとすべき事情も認められ

ない。 

法６条２項による部分開示の検討を行うと，氏名，所属等に係る記載

の部分は特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分に

該当することから，同項による部分開示の余地はない。また，その余の

部分については，これを公にすると，上記個人の知人，大学の関係者等

一定の範囲の者に個人を特定あるいは推測される可能性を否定し難く，

当該個人の権利利益を害するおそれがないとは認められないので，同項

による部分開示はできない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条４号柱書き，ニ

及びヘについて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号並びに４号柱書き，ニ及びヘに該当するとして

不開示とした決定については，岡山大学において，本件対象文書の外に開

示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，

本件対象文書を特定したことは妥当であり，不開示とされた部分は同条１

号に該当すると認められるので，同条４号柱書き，ニ及びヘについて判断

するまでもなく，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋  
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

「岡山大学研究教育評議会」における議事内容のうち，「議事は，法務

コンプライアンス対策室において作成・保存」とされる議事にかかわり，

岡山大学として作成ないし入手された一切の文書 

平成２７年９月１６日開催の教育研究評議会議事要旨「４．審議事項

（１）教員の人事審査について」に係る教員（２名以上の場合は最年長

者）を対象とする。 

 

 

２ 本件対象文書 

文書１ 教育研究評議会（平成２７年９月１６日開催）の議事要旨につい

て（伺） 

文書２ 平成２７年９月（第５回）教育研究評議会 

文書３ 教育研究評議会（平成２７年１０月１４日開催）の議事要旨につ

いて（伺） 

文書４ 平成２７年１０月（第６回）教育研究評議会 

文書５ 教育研究評議会（平成２７年１０月２６日開催）の議事要旨につ

いて（伺） 

文書６ 平成２７年１０月（臨時）教育研究評議会 

文書７ 教育研究評議会（平成２７年１２月９日開催）の議事要旨につい

て（伺） 

文書８ 平成２７年１２月（第８回）教育研究評議会 

（注）文書名は開示決定通知書の記載による。 


